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諮問庁：国立大学法人鹿児島大学 

諮問日：平成２９年５月１日（平成２９年（独情）諮問第２４号） 

答申日：平成２９年１０月１６日（平成２９年度（独情）答申第３４号） 

事件名：特定期間に鹿児島大学病院等が労働基準監督署等から受けた是正勧告

書等の不開示決定（存否応答拒否）に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「平成１８年度～平成２８年度に鹿児島大学病院及び霧島リハビリテー

ションセンターが労働局又は労働基準監督署等から受けた是正勧告書及び

同書類に付随する資料一切」（以下「本件対象文書」という。）につき，

その存否を明らかにしないで開示請求を拒否した決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」とい

う。）３条の規定に基づく開示請求に対し，国立大学法人鹿児島大学（以

下「鹿児島大学」，「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った平成２

９年３月３０日付け鹿大総第３８４号による不開示決定（以下「原処分」

という。）について，その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人が主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。 

（１）審査請求書 

ア 審査請求人は平成２９年３月９日付けで処分庁に対し，「平成１８

年度～平成２８年度に鹿児島大学病院及び霧島リハビリテーションセ

ンターが労働局又は労働基準監督署等から受けた是正勧告書及び同書

類に付随する資料一切」との法人文書の開示請求を行ったところ，原

処分を受けた。 

イ 処分庁はその理由を「本件対象文書の存否を明らかにすると（中

略）病院に対する信用を低下させ，人材確保の面において企業経営上

の正当な利益を害するおそれがある」としている。 

ウ しかしながら，国立大学法人鹿児島大学職員労働安全衛生管理規則

では「法令及びこの規則に定める労働災害防止のための基準を守ると

ともに，快適な職場環境の実現及び労働条件の改善を通じて，職場に

おける職員の健康の保持増進及び安全の確保に必要な措置を講じなけ

ればならない」とされており，大学の責務として労働環境の改善に取
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り組むことが定められている。また，患者ら一般市民の立場から見れ

ば，大学病院等に対して是正勧告がなされたかどうかという情報は，

すなわち大学病院等の労働環境の改善に対して大学がどのように対応

しているのかを示すものであり，労働環境の悪化は，ひいては職員の

士気低下等を招き，患者の治療成績とも密接に関わるもので，当該情

報を明らかにしないとする姿勢を貫くことは，逆に公的機関としての

信用を損ないかねない重大な判断である。さらに，鹿児島県内の国公

立の医療機関を対象に同様の開示請求を行ったが，鹿児島県病院局，

鹿児島市立病院を始め，処分庁を除く全ての医療機関が公文書の存否

に応答している。自治体が国の情報公開制度と同様の条例を制定して

いる中で，処分庁が存否を明らかにしない理由はない。処分庁の説明

は具体的なデータや事例を欠き，単に「利益を害するおそれがある」

というだけの抽象的なものにとどまっており，説得力に欠ける。した

がって，本件処分は処分庁が主張する法５条４号トに規定する不開示

情報には該当せず，「独立行政法人等の有するその諸活動を国民に説

明する責務が全うされるようにすること」とする情報公開法制の目的

を軽視した判断であり，違法である。 

エ 本件処分により，審査請求人は憲法で定められた国民主権を侵害さ

れている。 

オ 以上の点から，本件処分の取り消しを求めるため，本審査請求を提

起した。 

（２）意見書 

審査請求人が提出した審査請求書（上記（１））の「鹿児島県内の国

公立の医療機関を対象に同様の開示請求を行ったが，鹿児島県病院局，

鹿児島市立病院を始め，処分庁を除く全ての医療機関が公文書の存否に

応答している。」との記述を裏付ける資料（各機関作成の「決定通知

書」）を本意見書に添付し，意見書の内容に代える。 

（本答申では添付資料は省略） 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 審査請求に係る法人文書について 

「平成１８年度～平成２８年度に鹿児島大学病院及び霧島リハビリテー

ションセンターが労働局又は労働基準監督署等から受けた是正勧告書及び

同書類に付随する資料一切」（本件対象文書） 

２ 審査請求人 

（略） 

３ 審査請求日 

平成２９年４月６日（受付日） 

４ 開示決定等の日付 
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平成２９年３月３０日 

５ 開示決定等の概要 

平成２９年３月９日，審査請求人から法４条１項の規定に基づき，本件

対象文書の開示請求がなされ，開示請求手数料の納入のあった同日に受け

付けた。 

平成２９年３月３０日，本件対象文書の存否を明らかにすると，特定事

業場が労働基準監督署から労働関係法令違反を受けたという事実の有無

（以下，第３において「本件存否情報」という。）を明らかにすることに

なり，本件存否情報が公にされた場合には，病院に対する信用を低下させ，

人材確保の面において企業経営上正当な利益を害するおそれがあると認め

られる。これは，法５条４号トに規定する不開示情報に該当する情報であ

ることから法８条の規定に基づき不開示決定通知書を審査請求人あてに送

付した。 

６ 原処分を維持する理由 

審査請求人の開示請求に係る法人文書「平成１８年度～平成２８年度に

鹿児島大学病院及び霧島リハビリテーションセンターが労働局又は労働基

準監督署等から受けた是正勧告書」は，労働基準監督官が事業場に対し臨

検監督等を行った際に，労働関係法令違反があった場合，その違反事項に

ついて是正すべき旨を記して，当該事業場に対して交付する文書であり，

指摘した個別具体的な違反法令，法条項及び違反事項などが記載されてい

るものである。 

また，労働関係法令違反の内容については，その重大性によって当該事

業場名，法令違反の内容等が新聞等で公になる場合があり得るが，一般に

そのような公表まで至らなかった事案においては，労働基準監督署との信

頼関係に基づき，病院名とともに指摘事項・措置内容を公にしないことを

前提として，誠実に労働基準監督署に対し実態を明らかにした上で，受け

た指摘事項や改善措置が記載されたものである。 

本件対象文書の存否を明らかにすると，「本件存否情報」を明らかにす

ることになり，本件存否情報が公にされた場合には，病院に対する信用を

低下させ，人材確保の面において企業経営上の正当な利益を害するおそれ

があると認められる。これは法５条４号トに規定する不開示情報に該当す

る情報であり，本件対象文書の存否を答えることは，法５条４号トに規定

する不開示情報を開示することとなるため，法８条の規定に基づき原処分

を維持することが適当であると判断した。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成２９年５月１日   諮問の受理 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 
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③ 同月２２日       審査請求人から意見書及び資料を収受 

④ 同年７月３日      審議 

⑤ 同月１０日       審議 

⑥ 同年９月２２日     審議 

⑦ 同年１０月１２日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件開示請求は，「平成１８年度～平成２８年度に鹿児島大学病院及び

霧島リハビリテーションセンターが労働局又は労働基準監督署等から受け

た是正勧告書及び同書類に付随する資料一切」（本件対象文書）の開示を

求めるものである。 

諮問庁は，本件対象文書については，その存否を答えるだけで法５条４

号トにより不開示とすべき情報を開示することになるため，法８条の規定

によりその存否を明らかにしないで開示請求を拒否した原処分は妥当であ

る旨説明することから，以下，本件対象文書の存否応答拒否の妥当性につ

いて検討する。 

２ 本件対象文書の存否応答拒否の妥当性について 

（１）本件対象文書は，上記１のとおりであるところ，その存否を明らかに

することは，該当の期間内に鹿児島大学病院又は霧島リハビリテーショ

ンセンターにおいて何らかの労働関係法令違反に関する是正勧告を受け

たという事実の有無を明らかにすることになるものと認められる。 

（２）審査請求人は，鹿児島県内の公的医療機関がいずれも，本件と同様の

請求に対し是正勧告書等の存否を明らかにしている旨主張するが，鹿児

島大学病院又は霧島リハビリテーションセンターにおいて何らかの労働

関係法令違反に関する是正勧告を受けたという事実の有無について，こ

れを公にすることを義務付ける法令上の規定，慣行等があるとはいえな

いのであるから，これが公にされた場合には，病院に対する信用を低下

させ，人材確保の面において企業経営上の正当な利益を害するおそれが

あるとする諮問庁の説明は，これが明らかに不合理であるとすべき事情

は認められず，否定し難い。 

したがって，本件対象文書の存否を答えることは，法５条４号トに規

定する不開示情報を開示することとなると認められ，法８条の規定によ

り，その存否を明らかにしないで開示請求を拒否した決定は，妥当であ

る。 

３ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その存否を答えるだけで開示す

ることとなる情報は法５条４号トに該当するとして，その存否を明らかに

しないで開示請求を拒否した決定については，当該情報は同号トに該当す
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ると認められるので，妥当であると判断した。 

（第５部会） 

委員 南野 聡，委員 泉本小夜子，委員 山本隆司 


